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関西消費者団体連絡懇談会（関消懇。大阪消団連
は代表世話人）は、11月24日に大阪ガス、12月１日
に関西電力と、毎年開催の定期懇談会に臨んだ。
大阪ガスとの懇談では、大量排出施設から回収し
たCO２と、海外の安価な再生可能エネルギーで水
を電気分解して取り出した水素によってメタンを合
成し、2030年に都市ガスの１％を合成メタンに置き
換えるとする大阪ガスの目標について意見交換。
関消懇からは、合成メタンを燃焼した際に発生す
るCO２を回収しなければゼロ排出にならない、こ
の10年間の温室効果ガス削減が決定的に重要な気候
危機対策に間に合わない等と指摘。再生可能エネル
ギー開発の拡大を要請した（写真下）。

関西電力との懇談では、関消懇から、この間のカ
ルテル問題、新電力個人情報不正閲覧問題について、
2020年の役職員金品受領問題以降の組織風土改革が
効果を上げていない原因の深掘り、ユーザー目線重
視のコンプライアンス強化の再確認などを提案。
原発は過酷事故発生時の被害が許容されない規模
となる施設で、使用済み核燃料処理も確立していな
い等、持続可能な電源とはいえないと指摘。新増設
・リプレース、再稼働を進めるとする関西電力グル
ープ「ゼロカーボンロードマップ」を見直し、再生
可能エネルギーへの転換促進を求めた（写真上）。

いのち支えるエネルギー企業両社は料金値下げを

大阪ガスの2023年度連結の経常利益見込みは1,590
億円（前年比約833億円増）で、１株当たりの年間配
当金は65円と、前年より５円増配が予定されている。
関西電力の2023年度連結の経常利益見込みは

5,700億円（前年比5,766 億円増）、エネルギー事業
経常損益見込みは4,340億円（前年比5,766 億円増）。
2021～23年平均のエネルギー事業経常損益見込みは
1,590億円となり、これは2018年に国の認可を受け
た電気料金（経過措置料金）における2018～20年の
年平均事業報酬1,257億円を25％上回る。
国の電気・ガス代補助は家計支援策であると共に、
両社には需要を支える利益確保効果を有した。来春
以降、補助額は低減予定で家計負担が増える。両社
は大幅に増加した利益の一部を、消費者のいのちと
くらしを支える電気・ガス料金の値下げで社会還元
すべきと、関消懇は求めた。両社の対応を注視する。


